研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青明舎　　　　　職　種　管理者　　　氏　名　清水　博己

	期　　間　　平成２０年１０月２９日　

	出張目的　　平成２０年度権利擁護・成年後見制度セミナー

	出 張 先　　県民福祉プラザ

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


平成２０年度権利擁護・成年後見制度セミナー

全体考察：成年後見制度施行から５年以上が経過した。権利擁護・成年後見は、ソーシャルワーカーの主となる仕事であり、社会福祉士の職業倫理の根幹である。全国的に権利擁護・成年後見が「分かりづらい」「利用しづらい」などの声があり、成年後見制度は進んでいない現状である。青明舎の事業の１つにも市委託の「成年後見制度利用支援事業」がある。しかしこれも実績があがっておらず、相談支援数も少ない。自ら利用相談に来る、というのは当然少なく、家族、関係機関からの相談も少なく、周知されていない現状が浮き彫りになっている。社協を中心とした死後委任事務や、「権利擁護サポートセンターあおもり」の独立型社会福祉士として活動状況報告、むつ市での市民後見人養成制度の取り組みもあり、県内各地域での先進的な報告があった。しかし、市町村長申し立ての不振、申し立て手続きの煩雑さ、第三者後見の受任者不足、報酬の問題等、改善すべき点や制度の限界も明らかになっている。これらの課題を踏まえ、制度を発展、展開していく中で、包括的な権利擁護の中核としての機能を果たしていかなければならないと考える。

説明「成年後見制度の概要について」

　　講師：青森家庭裁判所　訟延庶務課長　　福井　啓一

　成年後見制度を利用したい方に観せているＤＶＤを鑑賞

　　成年後見制度、日常生活自立支援事業などを説明。

　　成年後見人を行うにあたり、当事者の財産を適切に維持管理しなければならず、それが親族関係にある者でも適切に管理しなければならない。社会福祉士が利用者の財産を不当に受けた、という事件もあり、公益性をもった活動をしなければならない。

考察：成年後見制度について分かりやすく説明があった。ＤＶＤは分かりやすく地域啓発を行う際には必要なツールであり、是非入手してボランティア講座や将来的には市民後見人養成講座などに応用できるのではないかと思う。

パネルディスカッション

「先駆的活動を通じて成年後見制度への理解を深める」

　コーディネーター：青森県社会福祉士会　三上　富士子

パネリスト①「社会福祉協議会による法人後見」

　五所川原市社会福祉協議会　地域福祉課長補佐　三上　行彦

　五所川原は、日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）の実績が多い。

　権利擁護センターごしょがわら（平成２０年４月開始）では、財産あんしんサポート事業（財産保管サービス、死後事務委任契約、利用契約による支援）、日常生活自立支援事業（福祉サービス利用援助：日常的金銭管理サービス、書類等預かりサービス）、成年後見制度（法人後見受任）を実施している。

　財産あんしんサポート事業の財産保管サービスは単身高齢者、障害者が長期入院による書類保管などがある。

　死後事務委任契約は、死後の入院費の支払い、施設利用料、葬儀代の支払いを行う。

考察：高齢者、障害者が元気なうちから財産あんしんサポートや任意後見を利用し、障害や今後の不安がある頃から日常生活自立支援事業、成年後見制度、そして最後は死後事務委任契約と繋がっていく。そのためには、トータルでコーディネートしていく必要があり、それを行うのがソーシャルワーカーの仕事でもあると思った。

パネリスト②「権利擁護に関するネットワークの効果」

　権利擁護サポートセンターあおもり　センター長　米谷　洋一

　当センター参集範囲、弁護士会、司法書士会、公証人、家庭裁判所、行政書士会、社会福祉士会（ぱあとなあ・地域包括支援センター）、行政（成年後見制度担当者）、青森県地域福祉権利擁護センター、基幹的社協専門員、税理士、学識経験者等

　年会費：１，０００円

　定期的相談会の実施　月１回程度

　定期的な会合　第４土曜日　１３：００～　　事例検討・情報交換など

　成年後見制度利用支援　　相談・助言、申し立て手続き支援、市長申し立ての支援

　地域包括支援センター等への困難ケースへの支援　　権利擁護事業の支援

　後見人サポート　　後見受任者の相談・助言

　福祉後見人材バンク　　後見人等の候補者の確保・養成、第三者後見人のコーディネート

　啓発・研修会の実施　　一般住民向けの公開講座・相談会、専門家向けの講座・学習

　法人後見支援　　各団体、社協等の法人後見支援業務、後見監督人業務

考察：独立型社会福祉士として活動をしている方で、権利擁護に関してのスペシャリストである。事例の中で在宅の精神障害者（年齢は不明）の成年後見を受任している方で、その際には、精神科病院の医師、ＰＳＷとも連携していた。精神障害者の疾病や障害の程度などを考え、適切に成年後見制度が適用されなければならない事の重要さも感じる事ができた。また開設当初は、収入がなくて大変だった、との実情も話しがあった。

　

パネリスト③「第三者後見人の養成」

　むつ市地域包括支援センター　主事　橋本　徳之　

1． 第三者の専門職後見人のおかれている状況

　全国で毎年２万件の申し立て件数があり、平成１８年は３万件を超える（自立支援法による保証人問題）

　　市町村申し立ては、平成１９年度１５００件、全体の６．１％

　　第三者後見人の不足は、平成１７年度の第三者専門職が選任されているのは全体の２３％で、弁護士７．７％、司法書士８．２％、社会福祉士３．３％である。

　　

2． 市民後見人に期待される役割

市民後見人の定義は、まだなく「市民後見人が担う可能性があるケース」「市民後見人がふさわしくないケース」の線引きは難しい。

3． むつ市民後見人養成滋養の概要

目的：認知症高齢者や独居高齢者が増加していくのに従い、将来にわたり不足が予想される成年後見人の候補者の確保や地域の成年後見に係る相談支援員の養成を目的としている。

　　対象者：市に住所のある２０歳以上の者

　　講座：８日間１６講座のカリキュラム

　　　　　講座修了後、市で管理するむつ市民後見人登録台帳に登録。登録台帳の中から、適正を有すると判断できる方を、市長申し立ての際に、後見人候補者として家庭裁判所に推薦する仕組み。

4． 課題

　コンプライアンス（倫理性の維持）、支援体制、関係機関との連携

　費用面で、親族が後見を行うのはいいが、第三者後見の時、交通費、ガソリン代はどうするのか？

考察：むつ市の他に、東京都、大田区、大阪市、北九州などで第三者後見人養成が行われいる。後見制度の普及が進んでいくなかで、将来的に後見人が不足してくる事が当然予想される。その中でやはり困難ケースと呼ばれる「債権管理」「認知症、障害」を含んだものはやはり専門職が対応していかなければならない事も実感した。
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